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01 02 01 15 大事業 中事業

01 01

1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

0

0

0

0

0

0

千円

千円

（予　算） （決　算）

負担金 599 負担金 513 千円

千円

支出事業内容 支出事業内容

主　な （防災食等共同購入と研修会等開催） 主　な （防災食等共同購入と研修会等開催）

0

最終予算額 599 千円 予算執行率 85.6% トータルコスト(A+B) 592 559 547

人件費計(千円)(B) 35 33 34 34

615 615 -13 

0

延べ業務事務時間 10 10 10 10 10 0
財源名称

従事正職員人数 1 1 1 1 1

581 合計(A) 557 526 513 581

34

526 513 581 581 -13 

合計 918 599 599 581 581 -13 

一般財源 918 599 599 581 581 一般財源 557

その他特財

0

その他特財 0

町　債 町　債

県支出金

0

県支出金 0

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 国庫支出金

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

一般会計 総務費 総務管理費 防災諸費 防災諸費経常管理費 00718

３．事務事業の予算・コスト概要

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ウ → ウ

イ 職員訓練 → イ 訓練回数 回

    

1 1 1 1 1

1 1 0

200.0% 200.0% 100.0% 100.0%

回

1 1 1 1 1

2 2 1

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 職員研修 → ア 研修回数

    

ウ → ウ

イ → イ

    

55.0 60.0

40.9 44.1 44.0

58.4% 55.1% 88.0% 73.3%

ア 災害への意識向上 → ア 日頃から防災の備えをしている町民の割合 ％

70.0 80.0 50.0

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ → ウ

イ → イ

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア 町民 → ア 町民人口 人
12,285 12,143 11,970 11,843 11,693

12,754 12,625 11,993

単年度繰返し 津山圏域内の自治体で構成された、津山圏域定住自立圏広域連携事業と
して、各部署ごとに広域的に課題解決に向け取り組む。
防災部門として、南海トラフ地震想定に基づき、備蓄品を共同購入し、津山
市に負担金として支払うこととしている。
今年度は、WEB研修及びパン、アルファ米食料、毛布、災害用トイレセットを
共同購入した。

平成２８年度から協議を進め、平成３０年度から
本格的に事業を進める。
定住化等の自治体単体では困難な課題につい
て、広域的に自治体で連携して事業を行う事に
より課題解決が可能になる事もあることから、津
山圏域定住自立圏広域連携事業として発足。単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

近藤　　亮

施策名 防災対策の推進 根拠法令等
00718

政策名 快適な生活環境の里づくり 係名 生活安全係 担当者・シート作成者

事業番号 事務事業名 防災諸費経常管理費 所管課名 くらし安全課 年度課長名 小原　克則

令和 3 年度　事後評価・決算 簡易 令和4年11月 作成


